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＜議事録＞ 
 
１．本研究会の趣旨 
（渡辺） では、本年度の科研プロジェクトの第１回目の研究会を始めさせていただきま
す。きょうは石原先生にご紹介いただきまして、元国交省で東京都市大学院の明石先生、
同じく元国交省で現在アール・アイ・エーの梅田先生にお越しいただいております。 
 かつての防災建築街区や耐火建築物促進法、都市再開発法など戦後から昭和 30 年代、
40年代にかけて開発された街並みが、現在、再利用されたり、取り壊されたりと、ちょう
ど岐路にある時期にさしかかっております。それがまちづくりの弊害になっていたり、あ
るいはそれを生かしたまちづくりが行われていたりするのを目の当たりにするなかで、そ
の制度についてご存じの方にご教示いただきたいという趣旨でお声を掛けさせていただき
ました。フリーにディスカッションをするという感じにしたいと思いますので、どうぞよ
ろしくお願いいたします。 
 
（石原） そのへんをどのぐらい勉強しているのかよくわかりませんが、制度の概要と、
実際にこの法律を使っていろいろとあちこちでやられていますので、ものが大きいのでそ
の概要をさらっとお話いただくのは難しいとは思いますが、そのあたりのお話をいただい
て、出発点としての基礎教養にさせていただければと、あつかましく思っているところで
す。 
 
（明石） そういうふうにメールがありました。なにぶんにも非常に古い法律ですから、
我々はその現場自体は知りません。50代の我々でさえ生まれていたかどうかという世界で
すから、その当時かかわっていた人たちはもうご高齢で、そのころの思い出話をしてもし
ょうがないということもありますし、そもそも、そういうことを問題意識としてどうして
お持ちになるのかというところもありますが、我々が調べられるところということになる
かもしれませんが、むしろ、場合によっては宿題をいただいたほうがいいのではないかと
思います。 
 実は、梅田さんがだいたい私と同じ時期に建設省に入られました。もともと東大の建築
を出ておられて、ほかのお仕事をされていたのか私よりも少し歳上です。再開発というと
ころでは、我々はリアルタイムの実務はしていますが、あまり古いことを振り返るよりは、
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先のことを考える気風の仕事でしたので、古いことを引き出したりはしていません。いま
アール・アイ・エーというのは再開発ではいちばん仕事をしている会社で、例えば二子玉
川もアール・アイ・エーですし、そこらじゅうでやっていて枚挙にいとまがありません。
そこへ再就職されて、現場をもっています。 
 私自身ではそこまで掘り下げられないと思いましたが、梅田さんのお力を借りました。
これから勉強会が始まるということでしたので、こちらのネットワークで調べられること
があれば、それをこれからやっていくということにしたいと思っております。 少し、梅
田さんのほうからお話をお願いしたいと思います。 
 
（梅田） 何をやらされるのかがよくわからなかったので、とりあえず簡単な資料は用意
いたしました。明石さんも私も２人とも国交省で再開発を担当したことがありますが、昭
和 44 年に制定された都市再開発法に基づく仕事をしてきています。私がたまたま担当し
ているときに、「防災建築街区整備造成事業の概要」とかいう、とても古い小さい昔の解
説本が本棚にありまして、それを読んだりしながら雰囲気を感じていたということがあり
ました。ですから、必ずしもまったく知らない世界ではありません。 
 いま、弊社でも会長、社長を含め、防災建築街区に携わった人はもういません。皆さん、
卒業されてずいぶんたっている方が多いです。ただ、私はそういう方とたまにしゃべるこ
とがありますので、昔、実際にどういうふうにやっていたのか、法律や本だけではわから
ないような部分について質問したりしてきています。 
 こういう資料としていろいろな文献を集められているということですが、『日本の都市
再開発史』はご存じでしょうか。これは非常に詳しく書かれていまして、特に耐火建築促
進法については、越沢明さんという都市計画の世界で歴史に非常に詳しい方が書かれてい
ますので、とても詳しいものです。これを全部見ていただくのは大変だと思いますので、
この冊子やそのほかのものもベースにして、私なりに整理をしてきました。 
 資料をお配りしておきます。これはポンチ絵のようなものです。いまは便利で、昔の耐
火建築促進法などすべてネットで取れます。再開発事業自身をご存知ない方もいると思う
ので、国交省のホームページから取ってきた簡単なものもあります。 
 
２．耐火建築促進法の概要 
 では、３枚紙で「耐火建築促進法と防災建築街区造成事業法の概要」というメモを作っ
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てきましたので、これに沿って簡単にご説明をいたします。 
 耐火建築促進法というのは、不燃建築物の整備を推進するための制度で、もともとは関
東大震災の翌年に「防火地区建築補助規制」という内務省令が出ておりまして、東京、神
奈川県で震災の被害が一定程度大きかった地区を中心に、不燃建物の建築に対する補助制
度をつくっています。この補助制度の内容は防火建築帯の補助制度と非常に似ていて、木
造と耐火建築物の建設費の差額に着目し補助をするという仕組みでした。 
 戦災の後、不燃建築物の整備を促進しなければならないということが大命題になり、昭
和 25 年に建築基準法と建築士法と建設業法の建設三法が成立したときに、国会で「都市
建築物の不燃化の促進に関する決議」を可決しております。これについては、当時、「都
市不燃化同盟」という、日本建築学会がリードして、損保業界や建設業界に働き掛けてで
きていた組織です。その組織が国会に働き掛けてこういう決議をしました。この決議を受
ける形で２年後に耐火建築促進法ができたという流れになっています。 
 この法律は、補助金を交付することが目的の制度で、法目的には「火災その他の災害の
防止、土地の合理的利用の増進」ということと共に、「木材の消費の節約」というのも入
っておりまして、これが新しいところです。当時、飛行機まで木でつくったという時代で、
戦時中にずいぶん木を切ったので、戦争が終わったときには山が丸剥げになってしまいま
した。それで戦後に植林政策が始まったという経緯がありましたので、このような目的も
入っていることのようです。昔のことですから、手続きについては、大臣の指定によるの
ですが、このときに都道府県市町村、それから消防庁長官に意見を聞くことになっており
まして、これは建築基準法の建築確認の際にも「消防同意」というものがありますので、
基本的に建物の不燃化に関する手続きということだと思います。 
 法律では指定の対象区域が「都市の枢要地帯」と書かれていますが、指定の方針の中で
は防火建築帯としての効果と区域内の経済力を考慮し、原則、都市の中心部の繁華な商店
街を選定するということになっていました。現在の再開発事業のように、施行者・組合が
資金を調達して事業をやるという形ではなく、基本的に個人個人が建築行為をするという
形ですから、一定程度財力のある地域でなければ事業ができないということでこういう対
象区域の設定になっております。 
 補助の対象につきましては、３階以上の耐火建築物が帯状に建築された防火建築帯で、
地下１階から４階までの部分、かつ敷地の奥行き 11 メートルまでの部分ということにな
っております。11メートルというのは、当時、都市計画法の防火地域を設定した地域で防
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火建築帯の整備をやることが基本でしたので、それが 11 メートル、約６間ということに
なっております。 
 補助金の額は、耐火建築物と木造建築物の差額の２分の１を国と公共団体が折半、つま
り差額の４分の１ずつを出すということになっています。これは、関東大震災後の防火地
区建築補助規制によるものよりも、若干手薄くなっているのではないかと思います。ただ、
これは個人の財産への補助になりますから、税金を個人の財産に補助してもいいのかとい
う、大蔵省などからの疑義が出て、次の防災建築街区造成事業のときには、ハードではな
く、設計費等のソフト部分への助成に切り替えられています。 
 地域が指定されて防火建築帯ができて、補助もされるのですが、建築工事自体は個々の
権利者が自己資金や融資等を受けて実施することになっています。融資については住宅金
融公庫の融資が多かったようです。当時はコンサルタントという職名も確立していない時
代でしたが、彼らの役割のひとつは、住宅金融公庫からの融資を確保するために毎日公庫
に通うことだったようです。 
 事業がどのように実施されたかですが、実施事例を挙げますと、大火からの復興事業が
あります。戦後、日本中のあちこちで大火が起き、特に日本海側にはフェーン現象があり
ますので、鳥取、新潟などの日本海側では多く起きました。時代はずっと新しくなります
が、酒田も同じです。そういった大火の復興事業ということです。それから戦後復興事業
もそうです。具体的には戦災復興土地区画事業の一環として、駅前広場の整備や街路を拡
幅しますが、その際に建物を壊して建て替えますので、それに合わせての事業だったこと
が非常に多かったようです。ひとつ特殊な例が横浜です。横浜は戦後 10 年ぐらいにわた
り、占領軍に接収されていて、関内のあたり一面に兵舎が建っていたという状況でした。
そのあいだに横浜市は不燃都市として復興するという計画を作り、接収地が変換された後
にそれを実施してきましたので、横浜は防災建築街区事業が非常に多いです。全国 80 程
度の都市で、約 11億円の補助金が交付されたという記録が残っております。 
 
３．耐火建築促進法の代表的な活用事例 
 個別に事例を見ます。鳥取市です。昭和 27 年に鳥取大火があり、甚大な被害を受けま
して、ここが第 1号になります。先ほどの『都市再開発史』にも書いてありますが、当時、
建設省が全国 47 都道府県に防火建築帯の整備の事業をやるかどうか手を挙げさせたらし
いです。そのときに１県だけ手を挙げなかったところがあって、それが鳥取県だったとい
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うことのようです。しかし、皮肉なことにその鳥取県が第１号になりました。区画整理事
業と一緒に事業を行い、基本は更地ということもあって速いスピードで事業が進み、火災
１周年後には竣工していたということのようです。 
 しかし鳥取の防火建築帯は共同建物ではありませんでした。鳥取市が依頼した商店街振
興アドバイザーが共同建築を強く推奨したけれども、商業者たちの意見がまとまらず、全
部自分たちの土地の上に建物が別々に建っていて、建物の外観も不統一でした。その反省
から、以降の事業については共同建築とすることが求められるようになっていったという
経緯があります。 
 次は非常に有名な事例です。石原先生、渡辺先生もご存知だと思いますし、見に行かれ
ていると思いますが、沼津アーケード名店街というところです。これは戦災復興事業との
合併施行の代表例で、街路を拡幅する際にそこに防火建築帯をつくろうとしました。ちな
みに沼津も火災が多いところだそうで、何度も大火に遭っていたため、防火建築帯の整備
をやろうということになったようです。 
 この中に百貨店が１つあって、それを壊して建て替えるのは現実的ではないということ
がありました。しかし道路は拡幅しなければなりませんから、１階部分だけど抜くという
形にしたようです。そして他の商店もその百貨店のラインに合わせて街路拡幅を行いまし
た。ただ、２階以上は建物を建てるという形になっていまして、そうすると、建築基準法
で道路には建築できないという規定がありますので、これとの兼ね合いが問題になり、建
設省とずいぶん協議を行い、共同建築にしなさいと、美観地区を指定しなさいと、建築協
定を締結しなさいというやり取りがあり、それを満たすことによって事業が実施されまし
た。結果として、非常に美しく、当時としは美観地区の指定までやり、いろいろな学会賞
を取るような事業になったということです。 
 ただ、現在、ここの再整備の話が持ち上がっておりまして、コンサルタントの方々が入
って地元といろいろ調整を行っているようです。 
 先ほどお話ししました横浜市の都市不燃化です。これは占領軍の接収解除地における、
市街地全体の都市不燃化を目指した希有な例です。返還前から線的ではなく、面的に密に
防火建築帯を指定し、都市不燃化を図ることを内容とする復興計画を作成していました。
ただ、接収地が戻ってきたときには何もない野っぱらで、そこには商業もなく、何のポテ
ンシャルもないところで、当時は「関内牧場」とからかわれていたようで、地主の資力・
経営力の点で難しい事業であったそうです。 
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 ここで工夫されたのが、市が神奈川県住宅供給公社の協力を求めたということです。下
駄履きで、１階、２階は地主さんのもので商業施設になるのですが、例えば３階、４階に
借地権を設定して、それを神奈川県住宅京供給公社が取得して賃貸住宅にすると、つまり
事業主の負担を公社に負ってもらうという形で事業を成立させました。こういう事業はい
くつもあります。いわゆる「下駄履き住宅」といわれる共同建築ですが、住宅都市整備公
団の市街地住宅制度というのが有名です。私も、下駄履き住宅というと住宅公団の市街地
住宅制度がいの一番だろうと思っていましたが、実は、神奈川県の公社が協力したこの事
業がそのベースにあったというのを今回初めて知りました。 
 これが耐火建築促進法に基づく防火建築帯の整備事業の経緯なり概要です。 
 
４．防災建築街区造成法の概要 
 ただ、防火建築帯は基本的には線的な事業ですし、権利者の権利、つまり土地の形まで
はいじりませんから、元の土地の形の上に建てていきます。道路に面している部分は一応
揃っていますが、裏側は土地の形がまちまちで、裏に回ると凸凹だらけです。ですから、
とてもよい都市をつくる事業ではありませんし、都市計画的な観点がまったくありません。
そういうことから、もう少し面的な整備を行うような仕組みに変えなければいけないので
はないかといわれて、ができています。 
 先ほどお配りした中に、１枚のポンチ絵があります。再開発の事業の流れというのは、
防火建築物を整備する耐火建築促進法という流れが１つありますが、もう１つ、土地区画
整理事業からの流れをくむ事業がありまして、それは「市街地改造事業」と呼ばれている
ものです。土地区画整理というのは、土地を平面上で交換しながら、正形な形、そして公
共施設の整備を行うのですが、街中では宅地が狭小なので減歩といいまして、道路を整備
するとその土地がなくなってしまうということがありまして、区画整理を街中でやろうと
すると立体化しなければなりません。それで立体換地という制度が設けられました。しか
し、なかなかうまく機能しませんで、それを土地区画整理事業の立体化の権利調整をする
仕組みとして「市街地改造事業」というものをつくりました。 
 防災建築街区造成法と市街地改造事業は姉妹法で、基本的にセットです。いまでいうと、
この防災建築街区造成事業というのは国交省では住宅局の所管事業で、市街地改造事業は
都市局の所管事業という流れでした。これが昭和 44 年に、もう少し強力に一本化した再
開発を推進する仕組みをつくらなければならないということで、この２つの法律が一本化
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して、いまの市街地再開発事業ができたという流れになります。 
 元に戻っていただけますでしょうか。いま申しましたように、制定の経緯としては、防
火建築帯の造成事業では補助対象が奥行き 11 メートルまでで、裏宅地は老朽木造建ての
ままで残され、都市計画的観点に欠けるという問題点が指摘され、市街地の構成単位とし
ても、「街区」という単位に着目し、表地の線開発から、裏地を含めた街区単位での防火
区画の造成に転換するという趣旨で制定されています。そういう意味では、いまの再開発
に近い考え方に転換されていっています。しかし、防火・防災が主目的であるという点に
おいては、まだ耐火建築促進法の時代の流れを引きずっていました。 
 次のページにいってください。対象エリアとしては基本的にそれほど変わっていません。
「都市の枢要地域で災害の効果的な防止に考慮し、系統的、体系的に配置する」としてい
ますが、都心部の繁華な商店街ということについては変わりがありません。特徴としては、
施工主体として組合制度方式を導入し、「防災建築街区造成組合」をつくれるようにしま
した。いま、再開発事業の世界では、施工者は公共団体などいろいろありますが、市街地
再開発組合というふうに組合が施工者になって事業を行うことが主流で、これはその全身
の仕組みということになります。 
 ただ、法人格を付与していますが、この組合はいまの再開発事業とは違って、直接防災
建築物の事業に関与できないかたちになっています。建築工事の主体は防火建築帯の時代
と同様、あくまでも組合員の中で合意に達した者の共同事業として実施されます。「共同
事業」といいますか、個人個人がお金を借りてという要素があったのかもしれません。せ
っかく組合ができたのですが、組合が施工者になる仕組みではないかたちで動いていった
ということです。では、組合は何をやるのかといいますと、組合員の共同の利益となる事
業を行います。「共同の利益になる事業」というのは、権利者間の調整や設計、共同施行
のための国庫補助受け入れの手続きなどです。また、電気などかと思いますが、共同付帯
施設の整備は一部行いますが、実施はあくまでも事業の推進に合意した者の共同事業とい
うことになります。 
 国庫補助の対象は、先ほど申しましたが、直接建築工事費の差額に入れるということは
個人の財産に税金が投じられることになりますから、それが問題だということで、設計費
や調査費などが中心にというふうに見直されています。国が３分の１、地方公共団体が３
分の１の補助率というのは、いまの再開発事業と同じ仕組みですが、１件当たりの交付額
なり、１平米当たりの交付額は、防火建築帯のときとそれほど大きく変わらないように調
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整しています。このころに住宅金融公庫の中高層耐火建築物建設支援貸付制度の中に防災
枠が設定されたようで、それ以前も皆さん公庫融資を使って建築されていましたが、この
設定が本事業の推進に寄与することになりました。 
 それ以降の再開発事業はどちらかというと、大きいキーテナントが入るような再開発事
業が主流になってきますが、当時は、例えば１階が商店で２階が住居、３階が物置という
ように、住宅が主流なので公庫の融資が使えました。住宅金融公庫では２分の１以上が住
宅でなければ融資ができないので、最近のオフィスや商業ビルでは公庫融資ができないわ
けです。 
 事業の展開と評価ということですが、「線開発から街区単位の面開発」とうたいました
が、実際には線開発の防火建築帯の時代とほとんど変わらない事業が多かったです。いく
つか図面が残っていますが、それを見ても単独のビルであったり、従来の敷地割りをその
ままにしてその上に建てていたりという事業が多く、裏宅地が揃っているかというと、で
きるだけ揃えるようにしている事業もありますが、中には歯並びが悪いような事業もあり、
趣旨どおりには事業がやられていないという状況がありました。 
 これは基本的には全員同意でやらなければならない事業ですから、非常にデリケートで
す。皆さんが納得いくようなかたちで施設計画を作っていかなければなりませんし、強制
力がありませんから、なかなか理想的な形のまちづくりにはなりません。先ほどから申し
ているように、組合は法人格は持ちますが、事業の施工者となる権能を持っておらず、か
つ全員同意でしかものごとを進められないので、非常に中途半端な仕組みであったといえ
ると思います。例えば共同建築をつくらなければいけないのですが、30 人いて、30 人の
うち、もしいちばん端であればそこを除けばいいのですが、まん中の人が「私は反対です」
と言って１人でも抜けてしまうと、それだけで事業が成立しなくなるという難しさがあり
ます。 
 
５．防災建築街区造成法の代表的な活用事例 
（石原） まん中を抜いて、こうつくったところがあるという感じがしていますが。 
 
（梅田） 街区を分けてつくるということは可能だとは思います。 
 
（石原） 途中で申し訳ありません。伊万里におじゃましたときに、「うちの親父が反対
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して、これがうちの家なんです」ということがありました。 
 
（梅田） 佐賀県の伊万里ですか。 
 
（石原） そうです。みんな並んでいる中に１つだけ違う建物がありました。 
 
（梅田） 個別にいろいろな事業があると思います。私は共同建物だとばかり思っていま
したが、実際の図面を見ると権利者が１人という建物もありました。５人以上が発起して
組合をつくわけですから、当然５人以上の区分所有なりの権利関係のビルができていると
ばかり思っていましたが、実際には単独の業務・商業ビル、テナントビルができていまし
た。確認する必要がありますが、「防災建築街区造成事業をやるよ」というのは５人以上
で発起するけれども、実際に建てるのは１人でもいいというかたちだったようです。そう
いう単独のビルがけっこう多いです。 
 代表的な事業実施地区としては、大阪センイシティというのはご存知でしょうか。これ
は再々開発されましたが、当時、大阪駅前地区は戦後の闇市の人たちが市場のようなもの
をつくっていて、そこをほっておくことができないということで集団移転させました。そ
こを再整理する事業は市街地改造事業でやりまして、集団移転させた先は防災建築街区造
成事業でやりまして、皆さんが共同で建物を建てるかたちになりました。これは市街地改
造事業と防災建築街区造成事業をセットでやったという、おそらく日本で唯一の事例にな
ります。権利者も 400ぐらいいたというすさまじい事業でした。 
 その後の再開発事業の特徴としては、キーテナントが小売をして、容積率を大きくアッ
プさせて、大規模な商業施設を入れるというのが典型的なパターンになっていきました。
防災建築街区造成事業の時代は基本的には共同で建て替えをする事業ということですが、
市街地再開発事業の時代になると、キーテナントを入れるような事業が多くなりました。
そういう事業を防災建築街区の時代にやった非常に珍しい事業がありまして、それが吉祥
寺駅の北口地区です。ご存知の方もいるかと思いますが、いまはコピスという名前になっ
ていますが、伊勢丹が入っていたところです。あそこは学校の土地だったのですが、吉祥
寺駅前に大通りを拡幅することになって、その商業者の人たちを移転させなければならな
くなりました。その人たちを移転させるためのビルをつくるということで、それに合わせ
てキーテナントとして百貨店を誘致するということになりました。いくつか名乗りを挙げ
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たようですが、結果的に伊勢丹になったということです。防災建築街区造成事業の時代に、
いまの再開発事業と同じようなことをやった珍しい事例です。 
 きょうお話しできるところはこれぐらいです。 
 
（渡辺） 勉強になりました。どうもありがとうございました。 
 
（梅田） お答えできるほど知識はありませんが、もしご質問があればいただけますでし
ょうか。 
 
６．共同建築の権利調整 
（石原） ここしばらくこの問題を考えることをさぼっていましたので、うる覚えになっ
ていますが、区分所有法ができるのはもう少し後かと思います。 
 
（梅田） 昭和 37年です。 
 
（石原） そうしますと、防災建築街区の次の年ということでしょうか。 
 
（梅田） そうです。 
 
（石原） そうすると、実質的に耐火建築のほうになるのでしょうか。先ほどもおっしゃ
っていましたが、共同建築といっても自分の土地の上に壁を共有するかたちで建物が建っ
ています。ですから、動線は全部ここで、こちら向きの通路は２階に行ってももちろんあ
りません。ですから、その後のメンテナンスでかなり苦労したという話を聞いています。 
 我々がなぜこの古い話を調べているのかといいますと、お話しいただいたように、主要
な都市のど真ん中にある商店街はけっこうこれで整備されています。しかし、流通政策以
前ですから、我々のように通産省のほうからしかものを見てこなかった人間はそれを知り
ません。流通政策が表に出てくるのは、昭和 36 年、37年あたりからで、それは近代化へ
進んでいく事業ですが、それ以前のところで、実は建設省の制度を使って商店街整備が行
われていました。それをいまごろになって見に行くと、大変老朽化していて、制度的にも
どう手をつけたらいいのかわからないということがあります。既に再開発ができていると
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ころもありますが、権利調整に非常に困っているところもあります。 
 我々がお付き合いしている商店街の責任者の方たち、私たちよりも少し若い世代の人に
なりますが、その人たちに聞くと「これはうちの親父がやったので、おれの子どもにはこ
の遺産は渡せない」とおっしゃいます。つまり、いったん自分たちの世代でこの問題を解
決しなければいけないということです。そういう話をあちこちで聞きましたので、それは
大ごとだということで、我々は商店街の応援団を自認しているのですが、我々の知識で何
かができるとは思ってはいませんが、これから先、上に大きくして容積率を上げて再開発
ができるというところはそれほど多くないと思いますので、そうすると、それをうまくだ
ましだまし使うとしても、そのうちにどうにかしなければいけない時期がきます。ですか
ら、せめてどういう制度でどうなっていて、いろいろあって、それに取り組んだ事例など、
商業者の人と一緒に何か考えることができるきっかけを作るために勉強をしていこうとい
うのが、そもそもこの問題に関心を持ったきっかけです。 
 
（梅田） 耐火建築促進法の防災建築街区も権利調整の仕組みが法律上まったくありませ
ん。もう１つの市街地改造事業のほうは、いったん買収して、地権者に代物弁済するとい
うかたちで組み立てられています。それが権利調整の仕組みといえるかどうかはわかりま
せんが、防災建築街区の場合はそういうものも一切ありません。できたときには、区分所
有もできていない時代です。区分所有法も、当時はまだ敷地権という考え方もなかったよ
うな時代です。とはいえ、区分所有法ができて、だんだんコンサルの人たちもやりやすく
なってきたというところはあると思います。 
 
（明石） 先生方のおっしゃっているまちは、具体的にはどういうところなんでしょうか。 
 
（石原） 例えば彦根銀座。それから徳山で、ここはみんな地下まで持っているようなと
ころです。沼津は話を聞いて、それから浜松もです。そして静岡の呉服町ですが、一部再
開発して、そのあともやられようとしています。それから佐久市の岩村田で、ここは事業
としては少し遅れていると思います。そして吉原宿ですが、先ほど「親父が」と言ってい
たのは、この吉原宿と岩村田です。 
 
（梅田） 岩村田というのは合併したのでしょうか。佐久の有名なのがあったと思います
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が。 
 
（石原） あそこは中山道の宿場町で、これができたときには提灯行列だと言ってやった
ということでした。伊万里は我々がそこまで関心がなかった時期なので確かめてみなけれ
ばいけませんが、「うちの親父が反対している」という話を聞いたので、たぶんその時代
のものだと思っています。 
 
（梅田） 普通はなかなか気が付かないと思います。意識し始めると、歩いて見ていると
「これはそうじゃないかな」と思うようになるかもしれません。 
 
（石原） ３階建てぐらいがずらっと並んでいるものなど、防災街区のほうになってくる
とわりと見やすいのですが、はじめは文字どおり１戸１戸ですから、戸数にすると多いけ
れども、メートルがナンボといっても大したことはないという感じはしていました。 
 
（梅田） アーケードがかかっていると上が見えないのでわからないということもありま
す。 
 
（石原） すすき野もこの制度です。 
 
（梅田） 防災建築街区でつくったもので、横浜などはポテンシャルがあるので用途を変
えたりしながら、場合によっては飲食街や風俗街になったりして生き延びているところが
ありますが、やはり地方都市は現実として空き家状態になっているところもありますし、
上は使いようがありません。大垣もそうですし、吉原も大きいです。吉原なども、現在、
商業ポテンシャルがあるとは思えませんから、どうやろうかと思っています。昔は、製紙
工場で発展していましたが、いまはそうでもありません。いま、いちばん熱心に検討され
ている１つは、先ほど言われた静岡県の呉服町のところです。いろいろなスタディをしな
がら建設しています。 
 
（石原） １つ終わって、いま２つ目にかかろうとしています。 
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（梅田） 事業としてはそうです。 
 
（渡辺） 加古川も。 
 
（石原） そうです。 
 
（渡辺） 神保町の商店街は連続したビルが建っていますが、あれは関係ないでしょうか。
「いつできたんだ」と聞いても「いや、わからない。耐震的に無理だけれども、借り手が
つくので、出ていっては入って」と言っていました。 
 
（明石） 何軒かつながっているのでしょうか。 
 
（渡辺） そういうのがいくつかあります。東京もあるのでしょうか。 
 
（梅田） 東京もたくさんあります。ただ、たくさんと言いましても、千代田区では、そ
このいま建て替えようとしている日本ビルヂングが防災建築街区です。馬喰町、高田馬場
……。道玄坂の 109の前身がそうです。いまのは違います。千代田区にはそれ以外にはな
いので、神田のは違うようです。防災建築街区はとにかく大阪が多いです。当時、大阪府
や大阪市が非常に熱心でした。 
 
（石原） もうだいぶん更新されたのでしょうか。 
 
（梅田） それほどされていないと思います。 
 
（石原） では、調べてみます。 
 
（梅田） 共同で建て替えたものもありますし、跡地のようなものがあって、その跡地に
共同で建てたりしているようです。泉佐野はそのケースのようです。東日本は少ないと思
います。 
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（石原） いろいろ見てみると、静岡や名古屋もけっこうあったと思います。名古屋は西
に入るかもしれません。 
 
（梅田） 沼津、鳥取、横浜は例を挙げましたが、名古屋もかなり熱心だったようです。
静岡はやはり大火を何度も受けたり、戦災もありますので非常に防災意識が高いと思いま
す。 
 
（石原） それから岡山もそうです。 
 
（梅田） 表町がそうです。あそこは長い商店街です。 
 
（石原） あそこはちょっとこうなっていますが、まだ現役でもちこたえています。 
 
（梅田） ただ、端っこのほうはかなりさびれています。一時期吉本が来たりしていまし
た。 
 
（石原） 駅前に去年イオンができましたので、あそこにもっていかれて、そちらに近い
ところはいいのですが、奥のほうはかなり厳しいと思います。 
 
（梅田） 岡山は先ほどの『都市再開発史』の中にも取り上げられているかもしれません。 
 
（明石） 日本ビルは防災建築街区ではなくて……。 
 
（梅田） 防災建築です。 
 
（明石） それです。 
 
（梅田） 日本ビル、新日鐵ビル、大和証券……。今度、三菱地所がとんでもなくデカイ
やつをここにつくります。 
 
15 
 
（明石） 日本一じゃないと嫌なんです。東京都庁ができて、300 メートルちょっと欠け
たら、ランドマークタワーでちょっとだけ追い越して、今度はあべのハルカスができたの
で、それを追い越さないとということのようです。 
 
（石原） 昔、大阪市と大阪府が計画をつくるたびにこうなって、結局はいっしょにしろ
ということでこうなったということでした。 
 
７．設備関係の更新 
（梅田） 今回の研究の目的は、どうやって再生させようかというテーマだということで
しょうか。 
 
（石原） そこまでいけるかどうかはわかりませんが、そこにいかざるを得ないと思いま
す。 
 
（梅田） 最近、リノベーションがブームになっていて、特に設備関係が老朽化していま
すので、それを取り替えて、元のまま使えるかというのはわかりません。 
 
（石原） 壁がこう入っていますので、上のほうにこれがありません。ですから、壁をぶ
ち抜けるのかという問題が１つあります。 
 
（梅田） 沼津は横動線もなかったでしょうか。 
 
（石原） 沼津はあったかもしれません。 
 
（梅田） 横に少しつながって、横に移動できるのもあります。 
 
（石原） 徳山もそうだったかもしれません。 
 
（明石） ２階で動かないとまずいのでしょうか。 
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（石原） 用途がものすごく限定されてしまいます。大きさはバラバラですし、それこそ
古いものでは奥行きもバラバラです。 
 
（梅田） その場合、２階はだいたい事務所で、３階が倉庫だと思います。横に通せば、
階段を少し省けてスペースの節約になります。 
 
（石原） 我々にはもう１つよくわからないところがありまして、そもそも建物というの
は、できてから 40 年、50 年経っていますが、非常にいい状態でつくられて、よくメンテ
されてきたとするとどのぐらいもつものでしょうか。 
 
（明石） もたせればもつと思います。ただ、設備が陳腐化してしまったり、昔の建物は
階高がありますでしょうか。 
 
（梅田） ないと思います。 
 
（明石） そうすると、けっこう階高が足りなくてということがあると思います。赤坂プ
リンスも階高が足りなくて壊したと聞いています。空調などいろいろなものが床下と上に
入るようになっています。 
 
（石原） 構造物としての強さというよりも、むしろそういうように半分ソフトのような、
設備関係がということでしょうか。 
 
（明石） 耐震という観点はまた別にあると思いますが、それ以外のことであれば、コン
クリート自体は中性化するまでは大丈夫なことになっていますので、コーティングすれば
いいと思いますが、それ以外だと思います。基本的にスペックが合いません。 
 
（梅田） スペックがそれに合わせたような、例えば階高が低くてもいいような用途を見
つけているということはあるでしょうけれども、設備改修をきちんとやっていないとむず
かしいですし、その費用を誰が出すのかという問題が出てきます。 
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（明石） 例えば 100円ショップはたいてい大きいのに、こんな小さいダイソーもあるの
かというような店舗もたくさんあったりもします。いまのスケールから考えると、やはり
１つ１つが小さすぎると思います。 
 
（石原） コンビニでももっと広さが必要だというような広さのものもあります。 
 
（明石） コンビニでも 100平米前後で、最低 80はあると思います。 
 
８．共同建築の歴史と展開 
（梅田） 共同でやろうとした動機は、どうも間口を広くとれるというのが売り文句だっ
たようです。単独で建てるよりもお店の間口が広く取れて、お店の間口が広く取れれば儲
かるという時代の産物です。それでも、いまの時代には合わないと思います。 
 
（明石） 「商売とは間口である」という言葉がありますが、間口で税金を取られていた
時代がありますので、その時代の建物は間口を狭くつくっていたようです。 
 
（梅田） 江戸時代はそうです。 
 
（渡辺） 言葉を知らなくて申し訳ないですが、先ほど「階高」とおっしゃいましたが、
それはどういうことでしょうか。 
 
（明石） 天井までの高さです。住宅ですと普通は３メートルぐらいで、内部は２ 
点何メートルですが、オフィスは４メートルぐらいです。 
 
（渡辺） それが低いということでしょうか。 
 
（明石） 昔のものは低いと思います。横は広げることができますが、低いのは直せませ
ん。使えないといいますか、空調ダクトとかいろいろなものが入っていて、1950年代ぐら
いまでの建築物は空調は入っていないと思います。ですから、虎ノ門の建物を見ていても、
建て替えるとお金がかかります。 
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（石原） 昭和初期の、昔のいい建物はむちゃくちゃ高くて、冷暖房の効率が悪いので結
局天井を下げたりしないといけないと困っていましたが、逆に戦後のものはずっと下がっ
てきて、いまの標準身長の人だと天井がつかえそうです。 
 
（梅田） 平均身長が違いますから。 
 
（石原） 昔の家は、手を伸ばしたら天井を掃除できるのではないかと思うぐらいです。 
 
（濱） すごく基本的なことですが、先ほどの「階高が足りない」というお話と、「いま
のコンビニですら狭い」というお話がありましたが、50 年代、60 年代の店舗面積はどれ
ぐらいだったのでしょうか。 
 
（明石） 商店街を歩いていて間口はどのぐらいありますでしょうか。４メートルか６メ
ートルか…。６メートルぐらいが多いでしょうか。そして、奥行きは 10 メートルは絶対
にないと思います。６メートル×８メートルですと 48 ですから、50平米ぐらいで、それ
に４人で住んだとしたら、最低居住水準未満ということになります。 
 この部屋はけっこうあると思います。マンションであれば、お風呂もあって、こっちも
あってというふうになっているのが２、３戸取れると思います。昔のものといまのものは
すべてのものの大きさが違います。住宅も違いますし、オフィスも違いますし、商業施設
はぜんぜん違います。それが以前の区画割りといいますか、闇市からつくられてきたスケ
ールと、現在のスケールは違うと思います。 
 
（石原） 住宅街も最初につくった住宅は 34平米でした。 
 
（明石） それで公共住宅に最低居住水準未満がなかなかなくならなかった理由ですが、
それが家族ではなく、高齢単身になったので最低居住水準未満が解消してきています。そ
れは家が大きくなったからではなく、人数が少なくなったからです。 
 
（石原） 堺や稲毛のように最初の公団はたしかそのぐらいの広さだったと思います。 
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（明石） そのスケールで見ていくと、昔のものが復活しても、いま商売をするスケール
にはならないことが多いのではないかと思います。 
 
９．道路拡幅に伴うセットバック 
（石原） この話とは違いますが、道もそうだと思います。住宅街の道もまったくスケー
ルが違って、全体に小さくて車が走れない道も多いです。ですから、たしかに全体的にス
ケールが違うなということをいまだんだん実感しています。 
 
（明石） 昔の構造令よりはいくらか広くなっていまして、いまは二車線道路は 16 メー
トルでつくりますが、昔は 11とかではなかったでしょうか。レーンの 11が多かったと思
います。 
 
（渡辺） 防火建築などをつくり直すときに、道路も拡幅しています。静岡や浜松は道路
の拡幅もやっていると思います。 
 
（明石） 基本は、商店街が少しずつセットバックして、公開空地的に出してもらいなが
ら広げていくというのは、どこでもそういうふうになっています。 
 
（梅田） 戦災復興でやったところはだいたい拡幅しています。ですから、戦災がないと
ころでは、そのままのところもあるかもしれません。 
 
（明石） その当時でも、道幅が８メートルとか、11メートルとか、１メートルずつぐら
いは全体に大きくなりました。 
 
（石原） １階部分が壁面線後退するときは、後退した部分は道にはしないというのが原
則になります。沼津は道路拡幅で道路を広げたので、その上に建物を建ててはいけないと
おっしゃっていました。いくつかありまして、例えば横浜の元町も１階部分が壁面線後退
しています。この後退したここのところは、所有権としては店のものという感じになりま
す。 
20 
 
 
（明石） そのままで寄附はしないということですね。 
 
（石原） 寄附はしなくて、固定資産税を免除という形で対応しているのだと思います。 
 
（明石） 道路側は細かい道は受け取ってくれません。ここからここまで何メートルとい
うのは意味がありますが、ちょこちょこあっても、道路の人たちからすると面倒臭いだけ
ではないかと思います。イオンモールのまん中の歩くところは、18ぐらいあるんじゃない
かと思います。あれだけの幅を持っている商業地というのは、車道があるのは別として、
あまりないのではないかと思います。でも、それがいまのスケールなんだと思います。電
車のプラットフォームの屋根も、いまは電車の３倍分ぐらいあると思います。古い駅だと
小さいのが付いていますが、普通であればそうだと思います。ですから、スケール感の違
いがすごく大きいと思います。 
 逆に路地などはそういうスケールです。ですから、なつかしさ、昭和っぽいということ
で勝負をするというのもあると思います。 
 
１０．防災建築街区の再利用と建て替え 
（渡辺） そういう小さい店を、ちょこちょこと若い人の起業のために使ったりというの
はけっこうあります。それが受け入れられるまちであれば再利用できると思いますが、そ
ういうマーケットがなければ利用する人もいないわけですから、むずかしいと思います。 
 
（石原） 浜松のカギヤビルもそうですね。 
 
（渡辺） そうです。 
 
（明石） でも、武蔵小山とか元気な商店街はそれなりにそのスケールでやっています。 
 
（渡辺） 吉祥寺の伊勢丹の手前あたりもそうです。 
 
（明石） それなりにあるんだと思います。 
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（石原） 梅田さんの会社でこの手の建物の再開発を手がけられていることはあるのでし
ょうか。 
 
（梅田） あります。典型的な防災建築街区の建て替えは富山の繊維問屋街です。あれも、
非常に入り組んだ権利関係のものを再開発しました。去年できたものでは、金沢の片町に
昔大和百貨店だったところがラブロ片町という専門店街になりましたが、そことその隣あ
たりが防災建築街区でした。それを一体化して再開発した事業がありました。最近では、
我々も意識するようになりましたが、それまでは知らないうちに防災建築街区を建て替え
ていたりするということもあると思います。 
 
（石原） 特に難しいところ、再開発でややこしい問題、時間のかかる問題はあるでしょ
うか。 
 
（梅田） 法定再開発にすれば権利関係について一定の強制力がありますのでできますが、
再開発事業というのは権利がいくつもあるものを１つにまとめるものですから、一度防災
建築街区で建てていると、中には底地が一筆だったり、共有というのもあります。そうす
ると、再開発法に基づいてできるのかどうかというように、法律の読み方のようなところ
があります。再々開発特有の問題だと思います。つまり、不健全な権利関係や土地を合理
化しようということですから、特に一度再開発をしていると、権利関係が一応健全になっ
ているはずですから、それを 50 年たったからといって再開発でやろうとしたときに、法
律上の不健全な土地利用で読めないということがあります。そういう法律論も１つあると
思います。 
 あとは、経済的に成り立つかどうかです。最近、工事費が上がってまいりましたし、地
方ではなかなか床を買ってくれる人がいないということがあって、再開発法の再開発でや
ると、権利関係は整理できるけれども、経済的に成り立たなければ成立しません。そこが
地方の場合の皮肉です。 
 
（石原） 公共施設も住宅になってしまいますから、何をやっているのかわかりません。 
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１１．簡易耐火について 
（角谷） いま経済性というお話をされましたが、初田さんの論文を読んでいたときに、
耐火帯をつくる理由として、「鉄筋コンクリートだと非常に高いので、安くつくる経済性
が重要なんだということが当初指摘されていた」と書かれています。どれぐらい耐火帯に
することによって価格を抑えられるかはわかりませんが、どれぐらい安くなるものなのか、
もしくは国として安くする方向に誘導しようとする意図が何かあったのでしょうか。 
 
（明石） 初田さんの論文は何と書いてありますか。 
 
（角谷） これは東大の武藤先生が新しい不燃構造について登壇した論文を寄せていると
いうことで、「武藤はもちろん鉄筋コンクリート建物は最善に違いないが、これまでのま
ちまちの小さな個人建築の建物をすべてやろうということは経済的に許されない。（中略）
４階以上の建物は鉄筋コンクリート造が最適だろうが、その間を埋める２、３階建ての建
物より簡易な不燃構造が欲しいのである」ということです。 
 
（明石） 簡易耐火のことですね。 
 
（角谷） 失礼しました。簡易耐火です。 
 
（明石） 簡易耐火というのはブロック造にあたるのでしょうか。 
 
（梅田） 防火モルタルのことだと思います。 
 
（明石） その武藤先生というのは、おそらく構造の大先生の武藤清先生のことだと思い
ます。 
 
（角谷） そうです。 
 
（明石） 霞ヶ関ビルはその弟子で鹿島建設に行った人たちが建てたというぐらいで、柔
構造理論をつくった人だと思います。超高層ビルが建てられるになったのは、武藤さんの
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おかげだったと思います。 
 面白い話がありまして、関東大震災のときに小学生か中学生だったらしいのですが、建
物が壊れて焼け出されたので上野公園に逃げ込んだところ、寛永寺の五重塔だけ建ってい
て、それをずっと武藤少年が覚えていて、それが後に超高層の耐震構造の理論を考えるこ
とにつながったという話があります。ですから、すごく古い方です。 
 簡易耐火は、いまはほとんどなくなってしまったと思います。準耐火とは別で、２階建
てぐらいの長屋でブロック造だったのを公共住宅では簡耐と呼んでいました。それは鉄筋
コンクリートの鉄筋が高い時代だったからでしょうか。 
 
（梅田） 建築基準法の簡易耐火だとすれば、骨組みを不燃化するやり方と、外壁を不燃
化するというやり方、昔はそれぞれイ簡耐、ロ簡耐といっていまして、建築基準法上では
そうでした。しかし、武藤さんが言っているのは、戦後の話ですから、もちろん日本中を
一度に鉄筋コンクリートにすることはできないので、せめて裸の木造ではなく、防火モル
タルといってモルタルを外に塗って、それで一定の火事を止める性能を持たせると、そう
いうもので埋め尽くさなければダメではないかということではないかと思います。 
 また、戦災のときには、鉄筋コンクリートでも窓から火が噴き出して、被害を受けて延
焼したケースもありましたから、窓にもきちっと網ガラスなどを入れて、防火モルタルを
して、あとは線状に防火建築帯をつくってという、そういうイメージが現実的だとおっし
ゃっていたのではないかと思います。 
 
（明石） ピンポイントで時代があるのだと思います。 
 
（角谷） 昔、富山で木骨のコンクリート造だった百貨店だった時代を見に行ったことが
あったのですが、そのときは高さも低いし、戦災で焼け残ったということでした。その時
代のひとつ前の戦前の木骨という時代から、鉄筋に変わってくる時代はどれぐらいのとき
で、その時代になると、日本経済が戦後復興をなしとげて値段が高くても経済的に合うよ
うになってきたというところがあるのでしょうか。細かいところに注目しすぎてよくない
と思いますが。 
 
（明石） 中層住宅が公共住宅として出てくるのは昭和 30 年代以降だと思います。1960
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年代になれば東京オリンピックの時代になるので、鉄筋コンクリートが主流になってきて
いると思いますが、それよりも前は資材不足ですし、鉄はなかなか手に入らないという感
じではないかと思います。 
 
（梅田） 鉄筋コンクリートはビルであれが、関東大震災ぐらいではないかと思います。
その直前に丸ビルが建って、関東大震災でも壊れなかったという話があります。それから、
関東大震災の後に同潤会という、いまの住宅公団の前身のような組織ができて、そこが同
潤会のアパートをどんどんつくっていったのが鉄筋コンクリート造の時代の始まりぐらい
かなという感じです。 
 
（明石） 戦前はそうだと思いますが、戦争で資材がなくなって、それからしばらくの間
は鉄筋コンクリートのものはすごく少なくなるのではないかと思います。そして、皆さん
が見られておられる商店街というのは意外と新しくて、少なくとも昭和、だいたいが戦後
です。 
 
１２．商店街規模からみる建築構造の特徴 
（石原） よくわかっていないところもありますが、戦前に商店街とよばれていたのは、
いまでいう広域型商店街ぐらいのところで、近隣型商店街は商店街とは呼んでいなかった
のだと思います。ごちゃごちゃと生鮮の店が集まっているのは市場です。 
 
（明石） いまのように、店主が若い時代に自分でやってきて、お店をそれぞれ持ってと
いう、みなさんが問題視している商店街というのは、実はその店主さんの若いころにでき
たものというのでしょうか。 
 
（石原） 有名になってくるような大手の商店街というのは、そこそこの規模があります
が、1万 3,000とか 1万 5,000あるといわれている商店街の 1万数千は新しいと思います。 
 
（明石） そうですね。防災建築街区の時代というのは戦後少したって高度成長の少し前
のところで、そのときにできたものについてはこういう制度を使っているものが多いとい
うことだと思いますが、どの時代なのかによって建て方や構造がすべて特徴的に違うと思
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います。梅田さんが見たところではどうでしょうか。 
 
（梅田） 商店街振興組合法ができたのが昭和 37 年ですから、それほど古くはありませ
ん。 
 
（石原） 伊勢湾台風のおかげです。 
 
（明石） ですから、場所によって、その時代を見るとちょうどわかるという感じかもし
れません。 
 
（梅田） それぞれの商店があっても、商店街が一体として１つの事業をやるという時代
はずっと後になってからです。 
 
（石原） 実を言いますと、戦前にそういう動きはありました。昭和７年ぐらいだったと
思いますが、実際に商店街を組合として認めて、事業が本格的にできるのは昭和 13 年で
す。しかし、すぐに国家総動員法ができるような時代ですから、動いたのは７，８年ぐら
いだと思います。あまり残っていませんが、そのころに商店街といわれたのがいくつあっ
たかという全数調査はありませんが、いまでいう繁華街の街中の大きな商店街が各都道府
県に１つか２つみたいなところはありました。 
 
（明石） 各都市が戦争でいったん中心部が焼けてしまったところがすごく多くて、その
焼けたところの復興の中でこれが使われてきていると思えばいいのでしょうか。 
 
（石原） 闇市はそうです。 
 
（明石） いったん闇市があって、それはバラックなどで建ててやっていて、それを整え
ていくときに防災建築街区にということでしょうか。もう少し違いますでしょうか。 
 
（石原） よくわかりませんので調べてみたいと思いますが、整理されたといわれる商店
街の名前を聞くと、いま見てもうそうたるものです。 
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（明石） 古くから名が通っているということでしょうか。 
 
（石原） 名が通っていたかどうかはそこまではわかりませんが、いま見ると、呉服町に
しろ非常にしっかりした商店街です。あの大きな都市の中心商店街だったわけです。駅前
が出てくる前の時代ですから、それこそ街中の中心商店街で、戦争で実際に焼けて復興に
なっているのかどうかはわかりませんが、あちこちで焼け野原になった中でも、街中のと
ころでこれが使われたのは間違いないのではないかと思っています。権利関係が錯綜して
いる中で、「お前のところ下がれ。全部壊して建て直すぞ」というのは考えてみれば難し
いことなので、ひょっとすると戦災復興でということかもしれません。 
 佐久なんかはだいぶん遅いので、戦災復興の時期よりもだいぶん遅れていると思います。
耐火建築でいったのは佐久で残っているかもしれませんが、時代が後のほうになってくる
と…。 
 
（明石） 再開発より直前ぐらいですと意外と新しいものもあります。 
 
（梅田） たしかに岩村田というのがあります。 
 
（明石） 何年と書いてありますでしょうか。 
 
（梅田） 昭和 40年ごろです。 
 
（明石） けっこう新しいわけですね。 
 
（石原） 上のほうの共同でのっている部分が扇板で少し落ちてきていると、物騒なこと
を言っています。 
 
（明石） 一般に分譲マンションというのはずっと新しいです。1970年代からが基本です。
いま議論しているのは、それよりは 10年、15年古いもののことでしょうか。 
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１３．耐火建築促進法と防災建築街区造成法の活用実態 
（渡邉） 耐火建築と防災で、それぞれ結果として耐火のほうでは 80程度の都市で 11億
円、もうひとつは 467地区とありますが、法律としては予想していたよりも上のほうなの
でしょうか。 
 
（梅田） 実際に指定した数はもう少し多いみたいです。当時の人がどういう予想をした
のかについては、さすがにわかりません。 
 
（石原） 耐火のほうは計画に比べて実現率は低かったということをどこかで読みました。 
 
（梅田） そのあたりは端折りましたが、この中にもあると思います。実際に組合ができ
ている数はもっと多いわけですから。その後、法律が変わったら次の法律に乗り替えてい
るかもしれません。 
 
（渡辺） 自治体は、こういうことの把握はぜんぜんしていないのでしょうか。全数を把
握しようとした場合、自治体に頼ってもあまり……。 
 
（梅田） 防災建築街区は再開発協会にリストがありますし、防火建築帯については、都
市のリストはあまり見たことはありませんが、調べている方は把握しているはずです。微
妙に地区数が 84カ所であったり、85 カ所であったりと違うらしく、ある人の論文を見た
ら１カ所だけ合わないので、どこかが漏れていたということで、漏れていた地区というの
が滋賀県の彦根だったということで、そのように調べている人はいます。 
 いま、我々の世界ですと、何年か前から、UR や住宅都市整備公団、あるいは国交省も
こういうようなものの再整理が必要になるということで、実態や課題、事業性といったこ
とを調べようという気運が出てきています。 
 
１４．共同ビルの課題と補助事業 
（石原） 浜松の万年橋パークビルというところは、最初のほうは街区法でやったのでは
ないかと思いますが、それが 25 年ぐらい経ったところで、もう１回つくり直して高層化
するのですが、それから後、いつこの建物を壊さなければならなくなるのかがわからない
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ということになって、市のアレもあって駐車場が必要だということで建て替えたのですが、
その後に、建物の解体費を見越して、いま、それを積み立てています。そういうふうに将
来的に見ると、壊して、建てて、容積を増やしてこれを売って事業を成り立たせるという
ことができるところは限られてくると思います。そうすると、スキームとしてはそういう
解体費を積み込みながらということを考えていかなければならない時期にきているのだろ
うと思います。そういう話というのは、どこかであるのでしょうか。そこは、たまたま自
分のところの話で、25年で建物をつくり替えなければならなくなってしまったので、また
いつそういうことになるかがわからないから、自主的にやっておこうと取り組んでいるの
ですが、それを調整するような…。 
 
（明石） 基本認識ですが、新開発と再開発はどちらがお金がかかりますでしょうか。絶
対に再開発のほうです。元のものを壊して、いろいろ調整してやらなければなりません。
何もないところに建てるほうが簡単ですし、安いし、それで必要なものができます。です
から、国の補助や公共団体の補助も新築に比べて金がかかってしまう部分をできるだけ埋
めようということでつくられていて、解体除却費、補償費相当分といったところに入れて
いきます。そこで問題は、全部国費などにしてしまう、いわゆる 100％補助にしてしまう
と、今度はモラルハザードが起こります。ですから、必ず負担が３分の１ぐらいあるよう
にしていきますが、そうすると成り立ちません。成り立たないので、共用部分もみましょ
うといったように補助対象を広げて、全体としてそれがイコールフッティングになってい
るかどうかはわかりませんが、新築と競争してもどうにかなるようにやっていくという、
そういう感じだと思います。ですから、建て替えるのは金がかかるにきまっています。 
 しかし、みんなはそうは思っていないのではないかと思います。建て替えを積み立てて
いるといいますが、マンションでも修繕積立金は必ずさせていますが、建て替え積立金は
さすがにしていません。 
 
（石原） 建て替え積立ではなく、解体費です。理屈からいうと、「我々がつくったもの
だから、更地に戻すところまでは我々がするけれども、その後に家を建てたいのであれば、
息子よ、お前が自分で金を出して工夫しろと」いう理屈です。せめて更地に戻すところま
ではつくった者に責任があるという理屈だったと思います。 
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（明石） 原子力発電所のようです。 
 
（梅田） 解体除去費に帯する補助はけっこう手厚く、１億かかるのであればその３分の
２の 6,600万出ます。 
 
（明石） 補助事業にのればですが。 
 
（石原） ある種の事業ということでいえば、つくっていく側からいうと後ろ向きだと思
います。アーケードも何十年も前から危ないものがたくさん出てきているので、解体の補
助を出してくれと言っていたのですが、相手にしてくれなかったのですが、最近はいっぱ
い出るようになりました。本当に深刻になってきたら、いろいろ出してくるようになりま
した。 
 
（明石） その財源はいったい誰が負担しているのかということから考えていくと、そう
だと思います。 
 
（石原） 国にいくらでもお金があるわけでもありませんし。 
 
（明石） みんなが払っているわけですから。もしくは、建設国債というかたちで借金を
するわけです。 
 
（石原） そうすると、先送りをしても結局は同じだということだと思います。 
 
（梅田） 軽度な取り外しというのは組合の事業でやったりするのでしょうか。高度化資
金などが少し入ってきて、あとは返済してということになりますでしょうか。 
 
（石原） 先日、まちづくり補助金というので 200億円ボーンと付けて、かなり出ました。
全額ではなく、３分の２だったと思います。これがチャンスだから、いまのうちに危ない
やつは全部潰してこいと言ってました。 
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（梅田） それは国交省ですか、経産省ですか。 
 
（石原） 経産省です。 
 
（梅田） 戦略補助金といったものでしょうか。 
 
（石原） 戦略補助金です。「にぎわい」と「まちづくり」がセットになって出たもので
す。 
 
（渡辺） 消費税か何かを口実にして付けたやつだと思います。ビルを解体する補助金と
いうのは、次の用途に縛りが出るのでしょうか。 
 
（明石） 再開発事業でなければ、ビルを解体するための補助金は出ません。建物を建て
るために元あるものを壊すのであって、ただ壊すのに何の意味があるのかという話になり
ます。アーケードもせっかくつくったのに、壊すことに一生懸命お金を使うというのは…。 
 
（石原） いえ、もう何十年も経って危なくてガタがきそうなやつです。それを新しいア
ーケードにつくり替えるのであれば、解体費の面倒をみてもらえるということです。実は
次は要らないけれども、いまあるのは危ないから壊したい、でもお金がない、であれば新
しいものをつくれば解体費も面倒みてくれるので、それなら当座のお金は何とかできると
いうことで、無理してアーケードを更新しているところもあります。 
 
（梅田） いま、福島市の駅前通りは撤去しようという話をしています。つくり替えでは
ないと思います。 
 
（石原） 何年か前から撤去が認めてもらえるようになりました。 
 
（明石） しかし、撤去した後に道路の整備などをやって歩きやすい環境をつくったりと
いうことをされると思います。 
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（石原） その理屈でないと、撤去だけでは認められません。 
 
（明石） 社会的税金を使うわけですから、社会に何かプラスにならなければいけないわ
けです。自分が危ないものを持っていることについては、管理責任のほうが本来問われる
ところであって、社会的に考えれば「危なくしていてはいけません」というだけです。 
 
（梅田） 舗道整備はやりますが、福島市の駅前通りもそのケースです。 
 
（石原） アーケード撤去のときは、撤去してどうするのかを聞いて、いろいろな計画を 
一緒に付けて持ってくるように言っています。 
 
１５．所有者の管理責任 
（明石） あらゆることがそうだと思いますが、管理責任は所有者に発生するわけです。
仮にそれが壊れて第三者が怪我をした場合、損害賠償は単純に所有者にいきます。すべて
そうなっています。いま、空き家の除却勧告・命令は、やらないでいてもらうとさすがに
困るので、壊しなさいと言うようにしましょうということですが、それも昔から建築基準
法の第 10条に保安衛生上恐れのあるものは壊せと命令することができるとあるわけです。
ですから、壊すことに税金を使うということは、あり得るとは思いますが、所有者の責任
ですからまた別の問題です。ですから、代執行で壊して請求書は回しますというのが本来
のあり方です。 
 
（石原） アーケードのときによく言っていたのは、建前はそうですが、つくるときにか
なりの補助金が入って、動き出します。ですから、所有者が組合だとは言っても、行政の
責任は完全に免れることができるものでしょうか。 
 
（明石） 逆ではないでしょうか。そこまでしてやったのに、なぜちゃんと管理をしない
んだということではないでしょうか。それがすごくまともな論理だと思います。お金出し
たのだから、後でもう１回お金をくれというのはそれはないのではないでしょうか。 
 
（梅田） ただ、補助金でつくったものをいつまで管理していなければならないのか、何
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年間キープしなければならないのかという議論があって、それはまちまちでした。国交省
は耐用年数だという人もいますし、定見がありませんでした。各省みんな同じようでした。
ただ、あまり知られていませんが、10 年ぐらい前に、10 年経ったら場合によっては壊す
ことができるという方針が内閣府を中心に統一されました。 
 
（渡辺） 完済後でしょうか。 
 
（明石） 補助金返還を求めることについて、できたばかりのものを壊してしまったら、
それは金を返せと言うに決まっていますが、20 年、30 年経って、なお金を返せと言われ
る必要があるかどうかということです。会計検査の観点から見たときに、本来は目的があ
ってつくったものですから、それが増えてきたので整理をするべきものができてきたとい
うことだと思います。 
 
（石原） 10年なのでしょうか。 
 
（梅田） たしか、10年かあるいは各省が決めるということだったかもしれません。 
 
（渡辺） 農業は８年でした。 
 
（梅田） 土地改良事業ですね。農水省や林野庁の事業は８年です。そこだけははっきり
決まっていますが、ほかの省庁はまったく決まっていませんでした。また、例えば、１回
補助金を入れても、次に同じものに入れても、趣旨が違う、目的が違えばいいというそう
いう解釈もあったりします。そういう意味では２度使いができます。 
 
（明石） 昔、再開発で公共が関わったのだから、それなりに公共にもまだ責任があるは
ずだという人はいますが、まじめに考えてもそうなのだろうかと思います。ただ、現時点
に立って、この場所をどういうふうにしていくかということを、過去のこととは別にして
ということであれば十分に成り立つ話です。いまの梅田さんの説明の中で、これまでと、
後の再開発法との大きな違いは、それまでは不燃化・防災だけだったのが、土地の高度利
用が社会正義、公共目的として入ってきたところでした。そして土地の高度利用というこ
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とで高度利用をした建物を建てたわけですが、では、今度直すときには何が公共目的なの
かということです。高度利用はすでにしてあるのだからというところから発生するわけで
す。 
 不燃化もしてあるし、やることはみんなやってあるわけです。では、社会が衰退してい
るので経済の目的だけでいけるのかというのもあります。直近は経産省だけだと思います
が、商業の活性化の観点からの補助金というのがあって、ときどき再開発も入っています。
どう見てもデパートの専門店フロアにしか見えないものが、中小企業の共同利用施設とい
うのに補助金が入ったりしています。そういうふうに別の目的があって出てきますので、
何のためにやるのかということだと思います。それは基本的には現時点に立って考えるこ
とだと思います。 
 
（石原） あまりやらなくていいと。 
 
（明石） 商店街の人たちが困っているという構造は困っている構造としてたしかにあり
ます。それと、そのまちの一般の人たちがそこについてどうすべきかと考えることが、公
共目的になればそれについてどうするかということだと思います。 
 
（梅田） もともとは商業の活性化、商店街の繁栄のためにアーケードをつくったけれど
も、これからは都市の環境を向上させるために取るということだとすれば目的はまったく
違います。それに外部経済効果があるというようなこともあると思います。 
 もう、撤去しているところはずいぶん多くなっているのではないでしょうか。 
 
（石原） そうです。 
 
（梅田） アーケードも全蓋と舗道の上だけのものとは違いますが、特に全蓋のものでし
ょうか。 
 
（石原） 昔、山形でですが、アーケードを取ってしまうと、ここから下は綺麗だけれど
もここから上がひどいものだということで、それは商売人としてはほっておけないから構
造に手を入れて、元気のあるのは店を変えてとやって、そうすると商品もそのままほって
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おくこともできなくなって、商品も入れ替えたりしておしゃれになってきたそうです。「ガ
タガタ言わなくても、アーケードを取ったら全部解決したよ」とおっしゃっている人がい
ました。 
 
１６．商店街の組合加盟の問題 
（明石） いい機会になったということですね。伝統的な建造物保存地区のようなところ
は、昔は洋風なほうが良かったということもあってか、だいたいがパラペットという近代
的なお面を被っていて、四角いビルのような顔をしていながら裏はまったく瓦屋根の木造
建築です。歴史的な街並みを再生する事業では、そのパラペットを取っ払うということは
よくやっていることです。 
 全体で事業を動かすと、みんなが動かなければいけない機会になっていって、たしかに
そういうことでの投資効果は発揮されるのだろうと思いますし、逆に、１人１人がパラパ
ラやっても、隣近所に困ったものが残っているとそれは負の外部性をもたらすので、活力
ある商店街には生き返らないということだと思います。 
 そうすると、そういう事業主体が、再開発の場合にはみんなでビルを建てるしかないと
いうことで、共同の財産をつくる組合ができて事業をしていくことになり、それに補助金
で応援もするしということになりますが、商店街がいまの身の丈でのリノベーションをす
るというときに、エリア管理型の事業主体というものができるかどうかということがポイ
ントになると思います。 
 イオンモール株式会社というのは、商店街そのものを産業化して、それをちゃんとテナ
ントミックスし、テナントは入れ替えるし、テナントと共存共栄を図るためにいろいろな
ことをやっています。そういう不動産経営を施設として行っているわけです。しかし、も
ともとそれぞれの人たちが入ってきた商店街というのは、そうしたときに地域全体での不
動産経営というところにまとまりにくいというところがありますが、10何年前かに呉服町
商店街などはそういうことに目覚めて、一生懸命頑張ったわけです。いま、それらがどう
なってしまったのかというふうに思ったりします。 
 
（梅田） 静岡ですと紺屋町も低廉な賃料で貸すなど、商店街ぐるみでがんばっていまし
た。 
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（明石） 商業地を、ショッピングセンターとしての不動産経営に皆さんが転換できて、
全体を一括して束ねていけるような事業主体にもっていけるかということがずっとテーマ
なのではないかと思います。ビルを建てるときはいけても、そのビルがまた古くなって、
問題になったりしているわけです。 
 
（石原） 高松はそこまで踏み込んでやりましたが、呉服町はそこまでは踏み込めません
でした。理事長が何か言うと、「うちら組合なんだから、ショッピングセンターというの
は間違っていないか」と言われるとおっしゃっていました。上で決めたからこうだという
ような押し付けは非常にしにくく、同じ情報を何回も流して、ずっと言ってきているでし
ょうというようなかたちでやらないとまとまらないそうです。 
 
（明石） 東京も武蔵小山などの商店街はどうやられているのでしょうか。 
 
（渡辺） 商業者がどんどん不動産屋になって、テナント貸しをして、まだ業種制限的な
ことをやっているのでもっているのだと思いますが、そうでないとチェーン店の居酒屋ば
かりなったりします。 
 
（明石） それはまずいのでしょうか。チェーン店がたくさんある商店街というのは、元
気な商店街のバロメータだと思っていましたが。 
 
（渡辺） それでよければいいのですが、それはむずかしい判断です。 
 
（梅田） あそこはパルムをはじめ４つか５つかの商店街振興組合に分かれています。 
 
（明石） チェーン店は共益費を払わないなど、そういうことがマズイということでしょ
うか。 
 
（渡辺） 商店街としての統一がどんどんなくなってしまうというところがあると思いま
す。 
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（石原） 特に飲食店のチェーン店というのは、組合加入率が低いということがあります。
商店街でいま非常に問題になっているのは、物販店だけではもう構成できないということ
です。いちばん黒字店が多かった時期といまとを比べると、物販店は半分になっています。
その間に郊外にたくさん出ていますから、日本全国で街中の小売業が恐らく 100万店ぐら
いは減っています。170 万ぐらいあったのが 70 万ぐらいになっているのではないかと思
います。商店街実態調査で空き店舗率が 14～15 パーセントですから、その場を埋めるわ
けです。 
 この差額にマッサージ屋が入ったり、学習塾が入ったり、飲食店が入ったり、駐車場に
なったりと非物販で補っているわけです。商店街の組織からいうと、ある種の業態転換、
全体としての性格の変化があって、それらの営業時間が違うということを筆頭に、なかな
か共同事業にもっていきにくいということがあります。商店街の改造をやるのに、飲食店
は２時から４時でやるけれども、物販店は夜の７時からやるかとなるわけです。 
 
（明石） フリーライドの問題がきそうだと思ったのですが。 
 
（石原） フリーライドもそうです。それがあるので、呼び込めませんから「わし、商店
街の会なんかには入らない」ということもあります。 
 
（明石） フリーライドを許すのはいけないとすると、何らかのかたちで強制加入の理屈
がつくれるかだと思います。 
 
（石原） 世田谷が加入促進条例をつくって以来、全国にもだいぶん広がっていて、「条
例ですから市の意思です」ともっていくと、「仕方がない」ということで入ってくれると
ころは加入率が上がるそうです。ただし、全国居酒屋チェーンなどはなかなか入ってくれ
ないそうです。 
 
（明石） 例えば市街地再開発組合であれば強制加入です。それは事業目的からして入ら
なければ成立しないからですが、皆さんそうやりながらも、強制加入がつくれないという
のは、公共目的として入らなければ成立しないという理屈が立てられないということなの
でしょうか。 
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１７．商店街振興組合法の問題点 
（石原）国会の議論を呼んでいましたが、いまの振興組合法には２つ目的があります。共
通のハード整備とソフト事業ですが、この加盟・脱退自由という非常に軟らかい、弱い組
織に、共通のハードをもたせています。 
 
（明石） そのとおりです。それが問題なわけですね。 
 
（石原） あれが掛け違いだと思います。施設管理組合法だかは行政管理で、後でイベン
トするのはわーわー勝手にやれということですが……。 
 
（明石） そちらの方向ですか。共有財産を持つからには強制加入というのは、マンショ
ンの区分所有法などみんな同じ理屈だと思いますが、アーケードを持ったら全員入れとい
うふうにはいかないのでしょうか。 
 
（石原） 本来そうあるべきだったのではないかと思います。 
 
（明石） そっちだと思います。 
 
（石原） 自分のときにはできていたのではないかと思うのですが、事業目的が２つある
といいながら、昔の協同組合にちょっと毛の生えたようなかたちで落としてしまったのが
間違いだったのではないかと思います。 
 
（明石） アーケードを持っていたけれども、その財産権を放棄するから出ていくのは自
由だということですが、しかしその財産は実は負の財産になってしまったというわけです
ね。 
 
（石原） それは、あのような本を書いたときの問題意識ではあったのですが、そういう
ふうに私が言ったからといっても法律を変えてくれるわけではありません。 
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（渡辺） 現実的にはアーケードがあるようなところは強制加入で、理屈でバンバン言っ
てくれる確率も高いと思いますが、街灯を共同管理しているとか、かなり緩やかな組合で
すと大変だと思います。組合にしてみれば、なっていないような「商店会」のほうが、ワ
ーワー問題として、いい悪いは別として、騒ぎ立てている確率が高いような気がします。 
 
（明石） しっかりと体制を整えてきなさいということではダメなのでしょうか。 
 
（渡辺） 強制加入というほどの理屈がないところが強制加入すべきだと言っていると…。
しかし、ゴミの問題でも外部性はそうとう発生させていますので、そこをどうやって解決
するかということだと思います。 
 
（明石） 大きい流れの方向をどちらに見定めるかということだと思います。片方で、都
市計画の人たちはエリアマネジメントを別にやっています。これは事業としてビルを建て
るためではなく、むしろ建ってしまった後の話ですから、すごく扱いが難しいと思います
し、むしろそちらのほうを一生懸命に考えているわけです。その底流としては似ていると
思います。エリアマネジメントという大きな概念があるとすれば、商業地のエリアマネジ
メントということでその一種のような感じにもなります。 
 フリーライドはダメで、みんなで管理ができる主体としてきちんと体制を整えて、そし
てそれがやることは何かというと、商売をやるのではなく、不動産経営をきちんとしてく
ださいということです。そこの街としての機能を管理してもらえればよいので、きちんと
お店は入れてもらわなければならないけれども、自分がお団子屋さんをやっていただく必
要は特にないということです。あるいは、例えば統一的にサイン計画をするときには、き
ちんと分担金を発生させて、それについての事業計画というものがあって、それを強制で
やるのであれば、そこに行政が法律に基づいて関与して、適正かどうかの認可の問題が入
ってくるということです。 
 そういう方向に向かうとなると、そういう方向で本気でやっていかなければなりません。
しかし、いろいろ苦情があるからその苦情をどうしようか、いずれは滅んでいくものだけ
れどもという見方で見ていくのとは違いますので、そういうあたりのスタンスがそれなり
に大事だと思います。 
 難しい、余計なお話を申し訳ありせん。 
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（渡辺） では、よろしいでしょうか。 
 
１８．権利関係の調整 
（高室） １つだけいいでしょうか。先ほど梅田先生から金沢の片町のお話がありました
が、権利関係の調整自体は法律でいけるというお話でした。実態として、権利関係の調整
はそれほど難しくないということで理解してよろしいでしょうか。権利関係の調整につい
ては、さほど問題にならずにいける可能性があるということでしょうか。 
 
（梅田） まず、事業に参加しない人には基本的に補償費を払って出ていってもらいます。
残った人で権利調整をしますが、例えば渡辺さんの権利をどこにもっていくのか、石原さ
んはどうするのか、皆さんいろいろ希望があるので実は大変です。強制力というのは、ま
ず組合に強制加入ということですから、それができたとしても、全員がある程度納得でき
るような案を作らなければなりませ。それはコーディネートする人間の役割になります。
特に、いくつかタイプがあって、全員同意でやるタイプもありますが、それであればけっ
こう何でもできます。ただ、定型的なタイプでは、たぶん普通決議ですから組合の２分の
１の賛成で、皆さんがオーケーすれば最終的に権利は確定しますが、それでは画一的なこ
としかできませんから、できるだけ、限りなく全員の同意をもらえるように進めるように
するのはなかなか大変です。 
 だいたい、欲しいというところは取り合いになりますし、できるだけ従前のところにい
たいという人もいますし、できればそこは商業を入れたいなどと計画上の問題も出てきま
すので、そこがいちばん大変です。 
 ただ、法律上はゴールまでいく仕組みができていますので、それは前の防災建築街区造
成法のときにはまったく担保されていませんでした。片町は、防災建築街区のいちばん端
の人が入らないと言って、ではそこを壁で切るかというような話をしていたんですが、最
終的には切り取られて残るよりは、入るというかたちで決着が着きました。 
 
（高室） むしろ、実務的には経済的なところで、それを整理してそこが使えるのか、何
のためにそこを整理して使うのかなど、そちらが考えるべき本当の課題になってくるので
はないかと感じています。 
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（梅田） 経済的という意味では、最近、「身の丈再開発」といいますが、あまり高容積
のものを建てずに、低容積ではないけれども中程度の容積率で堅実なアーケードをつくる
というものです。しかし、そうしますと収入分が減りますので、どうやって事業を成り立
たせるのかというのはあります。ただ、背伸びして大きいものをつくって、最初の段階で
は事業は成立したけれども、途中でキーテナントが撤退したり、破産したりしてビル全体
がアウトになってしまうというケースもでてきます。ですから、できるだけ身の丈にあっ
た再開発をということです。 
 そこの場合、ロフトや店も入りましたが、結婚式場が入って、それがけっこう大きなス
ペースを取ってくれました。また、通りに面して大きな広場を設けることにして、これが
面白いスポットになっています。 
 
（渡辺） 大きなディスプレイを付けていたかと思いますが。 
 
（梅田） 大きなディスプレイも付けました。あとは、私が昔から言っていますが、防災
建築街区のときはそうですが、それぞれ自分でお金を払って新しい建物を手に入れていま
すが、いまの再開発の事業の中では、何となく高度利用をするのでタダで床が手に入ると
いうのが前提だという思い込みになっています。それではなかなか事業が難しい時代にな
ってきました。不動産を建て替えるにはお金がかかるもののだけれど、みんなで建て替え
れば少しは節約ができるという感覚で、一定の金を自分も負担して、共同で建て替えると
いうふうに考えていかないとこれからは難しいと思います。 
 その意味では、商店街の再生の話とつながると思います。もう右肩上がりの時代のよう
な時代はもうやってきませんから、それぞれがどれだけ身を切って、負担をして、みんな
でいい事業をやるかということでなければならないと思います。 
 
（渡辺） その人たちがモチベーションを持てるような、成長シナリオをどこに置くかと
いうことだと思います。 
 
（梅田） 計画というものが大事だと思います。こじんまりした計画がいいのか、大風呂
敷がいいのかという両論があります。ただ、大きく広げたほうが実現するケースもけっこ
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うあります。夢のない、堅実的な計画を示すよりも、大きな夢を出して、それに皆さんが
乗ってくれて実現することもあります。そこは難しいと思います。 
 
（渡辺） ありがとうございました。 
 
【了】 
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